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 はじめに 

 

 

  「新たな公」による北陸地域づくりの調査研究委員会が活動を開始して2年目を迎えた。 

昨年度は、全国で実施されている事例をもとに、「新たな公」の意義や社会システムとし

ての有効性などを明らかにした。実施例として、助成事業で誕生した長岡市山古志地区で

運行されている「クローバーバス」と全国に展開中のボランティアによる「越後雪かき道

場」が加えられた。 本委員会がめざしている、雪国の課題解決に「新たな公」の導入の可

能性を検討した。これらの研究成果は報告書＊として出版されている。 

 今年度はこれらの研究成果をもとに、「新たな公」による地域の課題を解決するための

具体的な実証研究を行った。 研究テーマは、各委員から提案されたなかから「新たな公に

よる地域除雪システム」を選定するとともに、長岡市山古志地区を調査のモデル地域とし

た。 

 長岡市山古志地区は中越地震で全住民がこの地から避難した地域である。現在かつての6

割の住民が戻り、新たな希望のもとで生活を始めている。しかし、この地域は典型的な中

山間地であり、過疎化、少子高齢化が急激に進んでいるなかで、雪は人々の交流を妨げ、

屋根雪おろしや住宅周りの雪処理が住民の生活を困難にしている。本研究はこの地域が抱

える課題解決に挑戦し、雪国の明るい未来を展望したいと考えたものである。 

 この地域の除排雪の実態調査は関係者へのヒアリングで行われた。道路除雪は建設業者

と長岡市の一部では直営で行われている。建設業者は公共事業の減少によって会社の存続

に危機感を持っている。さらに、建設業者と直営とも作業員の高齢化が進み、今後、冬期

道路の確保に大きな障害になると思われる。要支援世帯の屋根雪下ろしは行政の費用支援

で行われているが、ここでも作業員の高齢化が進み今後の継続に危機感が高まっている。 

 積雪地域における中山間地の経営は大きな危機に直面しており、適切な対策づくりが緊

急の課題となっている。 
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プロジェクトの目的・経緯・共同研究者 

 

■趣旨・背景 

近年、これまで行政が担当してきた公の領域、及び公と私との中間的な領域において、

行政と多様な主体の協働による地域づくりが急速に進展している。その結果、「新たな

公」による地域づくりという概念が浸透してきたが、担い手の確保、資金の確保を含め、

その活動環境にはまだまだ課題も多い。 

人口減少や高齢化、厳しい自然環境といった北陸地域の情勢をふまえつつ、「新たな

公」による地域づくりの実現に向けた具体的施策について検討する。 

 

■研究目的・テーマ 

（テーマ） 雪国の生活を支える新たな地域システムの検討 

雪国の生活を支える雪寒対策に関して、地域社会の環境変化に伴う今日的課題を整理

し、「新たな公」による取り組みが有効かつ必要な分野や活動を明らかにする。さらに

ケーススタディ調査等を通じて、担い手の確保や組織化のあり方、活動資金や運営方法

等について検討を行い、「新たな公」による雪国の新しい地域システムについて具体的

な提言を取りまとめる。 

 

■経緯 

 平成 20 年度に引き続き以下のように検討会議ならびに調査活動を行った。 

 ・第 1 回会議 （21 年 5 月 18 日開催） 

     ⇒「新たな公」実証研究の方向性、進め方、地域選定について 

  ・第 2 回会議 （21 年 6 月 29 日開催） 

     ⇒各共同研究者からの「新たな公」実証研究内容の提案、検討  

  ・基礎調査（21 年 8～9 月） 

  ・第 3 回会議 （21 年 9 月 18 日開催） 

     ⇒「新たな公」による地域除雪、ツーリズムの基礎調査、実証研究計画の検討 

  ・導入調査（21 年 11 月～22 年 1 月） 

  ・第 4 回会議 （22 年 1 月 18 日開催） 

     ⇒「新たな公による地域除雪」導入調査、報告書の検討。 

  ・第 5 回会議 （22 年 3 月 11 日開催） 

     ⇒最終報告の確認 

  ・報告書とりまとめ 
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